






























事務局長。1981 年 4 月ゼンセン同盟入局，1998 年 11 月 TWARO（国際繊維被服皮革労組同盟アジア太平洋地域
組織）書記長，1999 年 9 月ゼンセン同盟国際局長，2012 年 6 月インダストリオール執行委員代理，2017 年 1 月
ILO 理事。
図1　インダストリオール・グローバルユニオン

























　2020 年 7 月 24 日付の読売新聞によると，バングラデシュでは，複数の企業が 4 月に英アパレル
図2　縫製工場の例　Ⓒ ILO
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大手から約 8.8 億円相当の注文をキャンセルされ，賃金支払いが不能になり，400 万人が失業した
とあります。カンボジアでは 400 の工場が操業停止になり，衣料労働者ら 15 万人が失業しました。
ミャンマーでも 3 万人以上が失業したといいます。すべての企業が取引先にきちっと対応している
ということではないので，注文の取り消しで，失業者が溢れました。カンボジアの組合情報では，





　ただ，こういった状況のなかでも前向きな取組みがあります。インドネシアは，2020 年 5 月時
点で，COVID-19 により 80％の繊維企業が操業を停止し，13 万人労働者に影響を与えていました。
そんななかで，先ほどから社会対話の重要性が指摘されていますが，労使が共同声明を出したので








同声明を出しました。2020 年 8 月 4 日の共同声明で，内容としては「COVID -19 による危機のな


















います。GFA を用いた労使紛争の解決の事例としては，たとえば Inditex の事例があります。
Inditex はサプライヤーと GFA を結んでいたのですが，ルーマニアのサプライヤーで賃金半額払








　インダストリオールとしても，Call to Action に参加して，呼びかけています。またそれ以外に
も，あまり社会的責任に注意を置かないブランドに対してはキャンペーンを行ったりしています。
繊維衣料履物製靴産業に対する COVID -19 キャンペーンの展開としては，労働者の権利の擁護，
グローバル資本への対応，組合の力の構築，持続可能な産業政策があります。
日本の組合に期待される役割
　最後に，日本の組合に期待される役割を話したいと思います。組合というよりも，労使に期待さ
れる役割と言えるかもしれません。まず，日本では，サプライチェーンの工場まで責任をとるのだ
という認識があまり強くないように思います。そういう意味では，労使ともに，サプライチェーン
の労働者に対しても完全に責任があるんだというところを認識していただきたいと思っておりま
す。特に，多国籍企業の本社（日本）の組合に対しては，国内・外のサプライチェーンで働く労働
者の基本的権利の擁護は，自分たちの責任であることを自覚して実践していただきたいと思いま
す。
　私のプレゼンはこれで終わりにしたいと思います。ご清聴ありがとうございました。
